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ⅠⅠ．．新たな資源管理体制について新たな資源管理体制について
～資源管理指針・資源管理計画の導入～～資源管理指針・資源管理計画の導入～



≪Ⅰ－１．資源管理指針・資源管理計画の導入の必要性≫

○○ 資源状況が低位にある資源が多く見られる中、国民への水産物の安定供給、水産業の健全な発展を確実な
ものとするためには、資源状況等に即した水産資源の適切な管理が最も重要な課題。

○○ このためには、漁業者、研究機関、行政が一体となった計画的資源管理を行うことが重要。

○○ 今般導入する資源管理指針・資源管理計画の体制は、現在、資源回復計画等により行われている計画的資
源管理を他の魚種、漁業にも拡大し、基本的に全ての漁業者が計画に基づく資源管理に参画するよう促すもの。

○ 併せて、資源管理・収入安定対策を講じることによって、資源状況の変化等に即した機動的資源管理が進め

指針により、資源管理の方向性
を体系化

指針に沿った
計画を作成

◇ 新たな資源管理体制のイメージ（新体制への移行）
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資源管理・収入安定対策



≪Ⅰ－２．資源管理指針・資源管理計画の概要≫

指針・計画のﾊﾞﾗﾝｽ確認イメージ
【資源管理指針】

○ 資源管理指針は、今後の水産資源管理のあり方について国及び都道
府県が定める基本的方針であり、水産資源に関する管理方針及びこれ
を踏まえた具体的管理方策を内容とする

主に大臣管理漁業により採捕されるもの
（ＴＡＣ魚種、クロマグロ等）

国
〈 指 針 作 成 〉

指針 認

水産政策審議会の意見聴取を踏まえた具体的管理方策を内容とする。

○ 主要魚種（TAC対象魚種、ｶﾂｵ・ﾏｸﾞﾛなど）については国が、地域の重

要魚種は都道府県が指針の管理対象とし、これら魚種の管理方針及び
それらを漁獲する漁業について、行うべき資源管理措置を定める。

国

県 〈指針作成〉提
出

確
認

国との協議
（ﾊﾞﾗﾝｽ調整）

水産政策審議会の意見聴取

それらを漁獲する漁業について、行う き資源管理措置を定める。

漁業者 〈計画作成〉
〈計画作成〉（大臣管理分）
（知事管理分）

出 認

提
出

確
認大臣管理漁業 → 国指針

（水産政策審議会の意見聴取）
知事管理漁業 → 都道府県指針

【資源管理計画】

○ 資源管理計画は 資源管理指針に基づき関係漁業者が漁業種類ごと

主に知事管理漁業により採捕されるもの
（サワラ、ガザミ等）

（知事管理分）
（海区漁業調整委員会の意見聴取）

○ 資源管理計画は、資源管理指針に基づき関係漁業者が漁業種類ごと
に自主的に作成するもので、資源管理指針に記載された漁業種類毎の
資源管理措置について、その規模等を具体的に記すもの。

国
（各県間ﾊﾞﾗﾝｽ調整､確認）

国との協議

（ﾊﾞﾗﾝｽ調整）

【指針・計画のバランス確認】

○ 都道府県指針については、他都道府県とのバランス等を確認するた
め、国との協議を求めることとする。

県 〈指針作成〉県 県

提
出

確
認

要すれば事前に県間調整
（漁調の助言）

・・・

○ 漁業者の作成する資源管理計画については、その内容が指針に沿っ
ているか、指針作成主体（国又は県）が確認。

漁業者 〈 資源管理計画作成〉

（知事管理分）

漁業者 漁業者

２



≪Ⅰ－３．実施すべき資源管理措置≫

○○ 各漁業において実施すべき資源管理措置は、対象資源の状況、漁業種類等によって異なり、その内容も許
可の制限又は条件、漁業調整規則などの公的資源管理に加えて、漁業者が自ら行う自主的資源管理がある。

○○ 資源管理指針及び資源管理計画に記載すべき資源管理措置は、自主的に取り組む休漁や体長制限などの
措置とする。（漁業調整規則等による公的資源管理についても、その遵守について改めて記載）

○○ 自主的資源管理措置については、措置の程度等に応じ類別し、少なくとも、 操業の自粛をともなうもの（A類）
を１つ以上、A類を含まない場合には漁具規制などその他漁獲努力量を削減するもの（B類）を含む２つ以上の

資源管理措置の類別

措置を実施するよう求める。

Ａ類
漁業者の操業そのものを自粛すること
で漁獲努力量を削減するもの

（例えば）

・予め期間や日程を決めた休漁
・漁業者毎の漁獲量の上限設定

日あたりの操業時間の上限設定・１日あたりの操業時間の上限設定

Ｂ類
漁業者の操業そのものを自粛するもの
ではないが 他の手法により漁獲努力

（例えば）

・区域、期間別の複数による総量上限設定

お母さんや小
さい子供の魚
はとらないよ

Ｂ類 ではないが、他の手法により漁獲努力
量を削減するもの

・漁具規制 ・漁獲物規制（体長制限、小型魚保護等）
・操業回数上限設定 ・操業区域規制（保護区域等）

漁獲努力量を制限するものではない
Ｃ類

漁獲努力量を制限するものではない
が、資源の増大に資するものであると
水産庁長官が認めるもの

（例えば）

・種苗放流 ・漁場の整備（藻場造成、海底耕耘等）

３



≪Ⅰ－４．資源管理措置の履行確認≫

○○ 資源管理指針及び資源管理計画に記載される各資源管理措置は 確実に履行されることが必要○○ 資源管理指針及び資源管理計画に記載される各資源管理措置は、確実に履行されることが必要。
履行が確認された漁業者に対して収入安定対策を講じることを想定。

○○ このため、履行確認が適切に行われるよう、各資源管理措置に係る履行確認の方法は、資源管理指針、
資源管理計画に記載資源管理計画に記載。

○○ 具体的には、資源管理指針に各資源管理措置の確認方法を記載し、資源管理計画には、履行確認のため
に漁業者が提出する証拠書類を記載。

○ 履行確認のプロセスにおいては 行政側の漁獲量把握システム（漁獲量ﾄﾚｰｽｼｽﾃﾑ）のデータも併せて

履行確認方法記載のイメージ

○ 履行確認のプロセスにおいては、行政側の漁獲量把握システム（漁獲量ﾄﾚ ｽｼｽﾃﾑ）のデ タも併せて
活用。

資源管理措置 履行確認手段・方法（例）

休漁 ・操業日誌 ・市場伝票

資源管理指針記載例

指針規定
資源管理措置

項目

自主的
資源管理措置 確認用提出書類

資源管理計画記載例

・漁協伝票 ・写真（係船休漁時） 等

漁獲量規制 ・市場伝票 ・漁協伝票 等

操業時間制限 ・漁協記録簿（出港・入港時刻） 等

項目

漁具規制 網目拡大
○寸目以上

漁具写真（網目）

〃 使用反数制限 漁具写真（積込前後）

リンク

漁具規制 ・漁具、設備の写真 等

操業区域規制 ・ＧＰＳ記録 等

漁獲物規制 ・市場、漁協ﾃﾞｰﾀ 等

使用反数制限
△反以下

漁具写真（積込前後）

休漁 定期休漁
９～11月
毎週土曜休漁

漁協出荷状況データ

漁獲物規制 市場、漁協ﾃ ﾀ 等

種苗放流 ・活動記録 ・経費負担の証拠書類 等

漁場整備等 ・活動記録 等

毎週土曜休漁

４



≪Ⅰ－５．資源管理指針、資源管理計画に記載すべき具体的事項≫

【資源管理指針】

１．都道府県の資源管理の基本的な考え方
当該都道府県における漁業生産の概観 資源管理

【資源管理計画】

１．目的
当該漁業の実態 資源管理への取組の必要性等当該都道府県における漁業生産の概観、資源管理

への取組の実態、今後の進め方等について記載

２．海洋生物資源等毎の動向及び管理の方向
（魚種別資源管理）

当該漁業の実態、資源管理への取組の必要性等
を記載

２．対象海域
（魚種別資源管理）
主要魚種ごとの資源状況（漁獲状況）等を踏まえた資
源管理の方向性、目標を記載し、当該魚種を利用し
ている主要漁業について、漁業毎に行うべき資源管
理措置を記載

３．対象資源

４．資源管理目標及び達成のための措置リンク

理措置を記載

（漁業別資源管理）
特定魚種を対象とした資源管理が困難な漁業につ
いて 漁業ごとに漁獲の状況 資源管理の方向性 目

資源管 目標及 達成 措置
指針に記された資源管理目標を達成するための
具体的な自主的資源管理措置、履行確認のため
の提出証拠書類を記載

いて、漁業ごとに漁獲の状況、資源管理の方向性、目
標を記載し、それを達成するための資源管理措置を
記載

５．取組期間

～その他～
・管理体制や計画遵守のための措置 計画参加・

３．その他
資源管理措置の履行確認（手法、漁獲量把握シス
テムの活用等）、漁業者の履行確認への積極的協
力の義務、種苗放流、生育場の育成などについて

推

・管理体制や計画遵守のための措置、計画参加・
脱退の手続等を記載

・使用漁船名、登録番号を明記した計画参加者の
名簿を添付

積極的に推進すべきことを記載

５



ⅡⅡ．．持続的養殖生産確保法に基づく持続的養殖生産確保法に基づく
漁場改善の一層の推進について漁場改善の一層の推進について



≪Ⅱ－１．漁場改善の更なる推進の必要性≫

≪≪これまでの養殖漁場の改善に向けた取組みこれまでの養殖漁場の改善に向けた取組み≫≫
○○ 持続的な養殖生産の確保を図るため、持続的養殖生産確保法に基づく漁場改善を推進持続的な養殖生産の確保を図るため、持続的養殖生産確保法に基づく漁場改善を推進
○○ 漁協等が「漁場改善計画」を策定し、漁場環境の改善の観点から水質の改善などの目標を設漁協等が「漁場改善計画」を策定し、漁場環境の改善の観点から水質の改善などの目標を設
定し、必要に応じて過密養殖の是正等の手段を通じた養殖漁場の改善を推進定し、必要に応じて過密養殖の是正等の手段を通じた養殖漁場の改善を推進

しかしながら

大規模な赤潮被害の発生大規模な赤潮被害の発生
栄養塩濃度の低下によるノリの色落ち栄養塩濃度の低下によるノリの色落ち

等の問題等の問題等の問題等の問題

更なる漁場環境の改善を進めることが必要更なる漁場環境の改善を進めることが必要

≪≪新たな養殖漁場の改善に向けた取組み新たな養殖漁場の改善に向けた取組み≫≫

更なる漁場環境 改善を進める とが必要更なる漁場環境 改善を進める とが必要

≪≪新たな養殖漁場の改善に向けた取組み新たな養殖漁場の改善に向けた取組み≫≫
より効果的な漁場環境改善の手段として、漁場改善計画においてより効果的な漁場環境改善の手段として、漁場改善計画において
「適正養殖可能数量」を設定・遵守「適正養殖可能数量」を設定・遵守

○○ 漁場改善の取組に対する補助として漁業共済、積立漁場改善の取組に対する補助として漁業共済、積立ぷらすぷらす経由の国庫補助経由の国庫補助

６



≪Ⅱ－２．漁場改善計画の策定①≫

≪≪漁場改善計画の策定漁場改善計画の策定≫≫ ○貝類・藻類養殖：施設数○魚類養殖：種苗投入数量≪≪漁場改善計画の策定漁場改善計画の策定≫≫
漁場改善計画に、その漁場全体における漁場改善計画に、その漁場全体における

養殖種類ごとの適正養殖可能数量を設定養殖種類ごとの適正養殖可能数量を設定 （注）（注）

適正養殖可能数量の設定方法

① 成 年 年 年 種苗投 数 等 値 値を除 庸 年 「① 平成18年から22年までの５年間の種苗投入数量等の最大値と最小値を除いた中庸３年間の平均（「５中３」）
を基準値とし、基準値を５％以上下回る数量

② 基準値が平成８年から12年までの５中３を10％以上下回っている場合は、基準値

③ こんぶ・わかめ養殖については ①を実施しないことによって得られる利益に相当する費用を負担し③ こんぶ わかめ養殖については、①を実施しないことによって得られる利益に相当する費用を負担し、
ウニ・アワビ食害対策を実施するときは、平成22年の実績値とすることも可

①の場合

平成８年から１２年

②の場合

コンブ・ワカメの生産により得られる

③の場合

５％以上

平成８年から１２年
までの５中３

基準値＝適正養殖可能数量

１０％以上

基準値：平成１８年から
２２年までの５中３

基準値

コンブ ワカメの生産により得られる
利益に相当する費用を負担

平成２２年度の実績値
適正養殖可能数量

（注）貝類養殖 は 稚貝数 付着器数を 藻類養殖 は 種苗糸 長さ 網数を適 養殖 能数量と

以

適正養殖可能数量
基準値の９５％

＝適正養殖可能数量未達分

（注）貝類養殖については、稚貝数、付着器数を、藻類養殖については、種苗糸の長さ、網数を適正養殖可能数量として
設定することも可

７



（参考）コンブ・ワカメ養殖についての特例（適正養殖可能数量の設定の特例）

○○ コンブ ワカメ養殖は 過剰な養殖により適度な栄養塩が確保されず品質が低下する問題があるコンブ ワカメ養殖は 過剰な養殖により適度な栄養塩が確保されず品質が低下する問題がある○○ コンブ・ワカメ養殖は、過剰な養殖により適度な栄養塩が確保されず品質が低下する問題があるコンブ・ワカメ養殖は、過剰な養殖により適度な栄養塩が確保されず品質が低下する問題がある
一方で、海中林の造成による多様な生態系の保全や、ウニ・アワビ等の地先資源の増大に寄与一方で、海中林の造成による多様な生態系の保全や、ウニ・アワビ等の地先資源の増大に寄与
するといった多面的機能するといった多面的機能

○○ このため ウニやアワビによる食害が起きている別の海域（漁場）に新たに施設を設置し 食害対このため ウニやアワビによる食害が起きている別の海域（漁場）に新たに施設を設置し 食害対○○ このため、ウニやアワビによる食害が起きている別の海域（漁場）に新たに施設を設置し、食害対このため、ウニやアワビによる食害が起きている別の海域（漁場）に新たに施設を設置し、食害対
策を行うことも漁場改善の取組として取扱う策を行うことも漁場改善の取組として取扱う

食害対策の実施方法《通常の取組》 食害対策の実施方法

① 養殖業者自ら施設を設置する場合
→ 基準値の25％に相当する施設の数に未達割合を乗じた
数の施設を設置

《通常の取組》
削 減【従来の漁場】

数の施設を設置
基準値の25％

基準値の９５％

基準値

未達分

×（未達割合）

＝ 施設設置数
施
設
数

平成２２年度の実績値

の数を設置すると《 ンブ ワカメ養殖の特例》

② 養殖業者以外の者が施設を設置する場合
→ 基準収入の20％に相当する額に未達割合を乗じた額を

基準値：平成18年から22年までの施設数の５中３

未達割合：未達分を基準値で除したもの

の数を設置すると
平成２２年度の実績値
＝適正養殖可能数量
として可

《コンブ・ワカメ養殖の特例》

削減せず
【従来の漁場】

→ 基準収入の20％に相当する額に未達割合を乗じた額を
設置者に支払い

基準収入 基準収入の20％

×（未達割合）

＝ 負担する費用
収
入新 設【別の漁場】

基準収入：個々の養殖業者の直近５年の収入額のうち、最大値と最小値を除いた中庸３年の平均値

＝ 負担する費用入

の費用を負担すると

平成２２年度の施設数の実績値
＝適正養殖可能数量として可

８

新 設【別の漁場】



≪Ⅱ－２．漁場改善計画の策定②≫

適正養殖可能数量の設定の際の留意事項適正養殖可能数量の設定の際の留意事項

１．対象漁場において、養殖対象種の転換を行おうとする場合には、適正養殖可能数量を、漁場への負荷の程
度及び生物的特性に関する科学的知見に基づき知事が定める基準（基準を定めるに当たっては国と協議）に度 見 定 定 議
沿って換算して設定することにより、漁場全体への負荷を適正に管理

(例) ハマチの適正養殖可能数量について基準値を５％以上削減した部分を、タイの数量に換算した上で、タイの適正養殖可能数量に追加

〈ハマチ〉 〈タイ〉
適正養殖可能数量

５％
基準値

転換分を追加

５％

養殖 能数

基準値

２ 新規漁場では近隣漁場の適正養殖可能数量に基づき設定

適正養殖可能数量

さらに５％減
５％

知事が定める基準

２．新規漁場では近隣漁場の適正養殖可能数量に基づき設定

【近隣漁場１】 【近隣漁場２】 【新規漁場】

○適正養殖可能数量
はまち 千尾

○適正養殖可能数量 ○区画漁業権面積

○適正養殖可能数量
近隣漁場の区画漁業権漁場面積当たり数量
×新規漁場の区画漁業権漁場面積

＝３０千尾/万㎡×４万㎡＝１２０千尾

３．新規漁場で近隣漁場で養殖を行っていない種類を養殖する場合は１．の考え方により数量を換算 ９

はまち１５０千尾
○区画漁業権面積

５万㎡

○適正養殖可能数量
はまち１８０千尾

○区画漁業権面積
６万㎡

○区画漁業権面積
４万㎡



≪Ⅱ－３．適正養殖可能数量の遵守の履行確認①≫

≪≪対策の支援措置を受けるためには履行確認を受ける必要対策の支援措置を受けるためには履行確認を受ける必要≫≫≪≪対策の支援措置を受けるためには履行確認を受ける必要対策の支援措置を受けるためには履行確認を受ける必要≫≫
①① 漁場改善計画の対象漁場内に投入した種苗の数量又は施設数の実績が適正養殖可能数量の漁場改善計画の対象漁場内に投入した種苗の数量又は施設数の実績が適正養殖可能数量の

範囲内となっているかどうかにより判定範囲内となっているかどうかにより判定
②② 適正養殖可能数量を 養殖業者の合意の下に 漁協や加入区 個々の養殖業者ごとに配分した適正養殖可能数量を 養殖業者の合意の下に 漁協や加入区 個々の養殖業者ごとに配分した②② 適正養殖可能数量を、養殖業者の合意の下に、漁協や加入区、個々の養殖業者ごとに配分した適正養殖可能数量を、養殖業者の合意の下に、漁協や加入区、個々の養殖業者ごとに配分した
場合、配分した単位ごとに履行確認場合、配分した単位ごとに履行確認

③③ 履行確認を行って不履行が発覚した場合には、対象漁場内の養殖種類ごとに対策に参加する履行確認を行って不履行が発覚した場合には、対象漁場内の養殖種類ごとに対策に参加する
養殖業者全員（②の場合は配分した単位の全員）が対策による支援措置の対象外養殖業者全員（②の場合は配分した単位の全員）が対策による支援措置の対象外養殖業者全員（②の場合は配分した単位の全員）が対策による支援措置の対象外養殖業者全員（②の場合は配分した単位の全員）が対策による支援措置の対象外

漁場全体で設定 はまち養殖

漁場改善計画
・漁場全体で1000千尾（上限値1000千尾を超えない）
→○：漁場内の全漁業者が支援対象
漁場全体 千尾（上限値 千尾を超える）

漁場全体で設定 はまち養殖
漁場全体：1000千尾

・漁場全体で1100千尾（上限値1000千尾を超える）
→×：漁場内の全漁業者が支援対象外

漁場改善計画

漁協ごと（又は加入区
ごと）に配分

はまち養殖
A漁協：300千尾
B漁協：250千尾

・
・

・A漁協：250千尾（上限値300千尾を超えない）
→○：漁協単位で支援対象

・B漁協:350千尾（上限値250千尾を超える）
→×：漁協単位で支援対象外

はまち養殖
養殖業者A：10千尾

漁場改善計画

・養殖業者A：10千尾（上限値10千尾を超えない）

・

養殖業者ごとに配分
養殖業者A：10千尾
養殖業者B：20千尾

・
・
・

→○：支援対象
・養殖業者B:25千尾（上限値20千尾を超える）
→×：支援対象外
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履行確認の方法

≪Ⅱ－３．適正養殖可能数量の遵守の履行確認②≫

履行確認の方法

○ 養殖業者は、適正養殖可能数量の遵守を示す資料を提出する必要

履行確認に必要な資料
養殖生産に関する記録や関連する写真

(例)漁場全体で適正養殖可能数量を設定する場合

・魚類養殖については、養殖業者は、共済加入
養殖生産に関する記録や関連する写真

（例）時毎に種苗購入記録、毎年度末を目途に養殖日
誌､出荷記録､ワクチン接種記録等を漁協に提出

・貝類・藻類養殖については 共済加入時毎に

出荷記録
養殖日誌

・貝類・藻類養殖については、共済加入時毎に
設置した施設数のわかる資料、毎共済契約年度
末を目途に、養殖日誌、写真等を漁協に提出

ワクチン接種記録

写真

・漁協は、養殖業者の提出した資料をとりまと
め、資源管理協議会は、漁協等がとりまとめた
資料と必要に応じて現地確認により履行確認

資 管 協議会

ワクチン接種記録

種苗購入記録

資源管理協議会

漁協（資料とりまとめ）

履行確認

養殖業者

資 料
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（参考）漁場改善計画を改定する場合の記載例

【改定後の漁場改善計画
イメ ジ （抜粋）】

ウ 適正養殖可能数量
当該漁場における適正養殖可

《漁場全体で設定する場合》 《漁協ごとに配分する場合》

ウ 適正養殖可能数量
当該漁場における適正養殖可イメージ （抜粋）】

○○漁場改善計画

当該漁場における適正養殖可
能数量（魚類養殖：種苗投入尾
数、貝類養殖及び藻類養殖：施
設数）を上回ってはならないもの

当該漁場における適正養殖可
能数量（魚類養殖：種苗投入尾
数、貝類養殖及び藻類養殖：施
設数）を上回ってはならないもの

３．養殖漁場の改善を図るため
の措置及び実施時期

ア 漁業権漁場面積当たりの養

とする。
・はまち養殖 ３００千尾
・かんぱち養殖 ３５０千尾
・たい養殖 ２００千尾

とする。
・はまち養殖 ３００千尾

Ａ漁協 １００千尾
Ｂ漁協 ２００千尾

ア．漁業権漁場面積当たりの養
殖施設面積の割合
（略）

たい養殖 ２００千尾
・ほたてがい養殖 ２００台
・かき養殖 ３００台
・のり養殖 ５００柵

漁協 千尾

・かんぱち養殖 ３５０千尾
Ａ漁協 ２５０千尾
Ｂ漁協 １００千尾

・たい養殖 ２００千尾
イ．養殖密度

（略） エ 養殖生産に関する記録の保持
養殖日誌、種苗購入記録、ワ
クチン使用記録 出荷伝票 資

・たい養殖 ２００千尾
・ほたてがい養殖 ２００台
・かき養殖 ３００台
・のり養殖 ５００柵クチン使用記録、出荷伝票、資

材購入記録、施設設置時の作
業記録などの養殖生産に関す
る記録を保持するものとする。
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ⅢⅢ．資源管理・収入安定対策について．資源管理・収入安定対策について



≪Ⅲ－１．資源管理・収入安定対策導入の趣旨≫

漁 者が 来 持続 漁 経営 維持 適 資 管漁 者が 来 持続 漁 経営 維持 適 資 管漁業者が将来にわたって持続的に漁業経営を維持していくためには、適切な資源管理・漁業者が将来にわたって持続的に漁業経営を維持していくためには、適切な資源管理・

漁場改善と漁業経営の安定をともに実現していくことが必要。漁場改善と漁業経営の安定をともに実現していくことが必要。

・・ 計画的に資源管理等に取り組む漁業者に対し計画的に資源管理等に取り組む漁業者に対し 現行の共済・積立現行の共済・積立ぷらすのぷらすの仕組みを仕組みを・・ 計画的に資源管理等に取り組む漁業者に対し、計画的に資源管理等に取り組む漁業者に対し、現行の共済・積立現行の共済・積立ぷらすのぷらすの仕組みを仕組みを

活用した資源管理・収入安定対策活用した資源管理・収入安定対策を構築し、コスト対策であるセーフティーネット事業をを構築し、コスト対策であるセーフティーネット事業を

組み合わせ、総合的な漁業所得補償を実現。組み合わせ、総合的な漁業所得補償を実現。

・・ これにより、適切な資源管理等と漁業経営の安定を図り、国民への水産物の安定供給これにより、適切な資源管理等と漁業経営の安定を図り、国民への水産物の安定供給

を確保。を確保。
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≪Ⅲ－２．資源管理・収入安定対策（漁業共済・積立ぷらす）≫

○○ 計画的に資源管理等に取り組む漁業者に対し、漁業共済・積立計画的に資源管理等に取り組む漁業者に対し、漁業共済・積立ぷらすのぷらすの仕組みを活用した資源管理・収入安仕組みを活用した資源管理・収入安

定対策を構築。これにより適切な資源管理等と漁業経営の安定を図り、国民への水産物の安定供給を確保。定対策を構築。これにより適切な資源管理等と漁業経営の安定を図り、国民への水産物の安定供給を確保。

積立ぷらすの

収入変動

積立ぷらすの
補填部分

１．漁業共済経由の補助
（漁業共済資源管理等推進特別対策事業）

資源管理・収入安定対策のイメージ図資源管理・収入安定対策のイメージ図（１）事業の内容

積立ぷらすの
発動ライン

補填部分

・ 計画的に資源管理等に取り組む漁業者に対し、共済の仕組みを
活用して補助

（漁業共済資源管理等推進特別対策事業）
基準収入

自己負担部分

積立額
減

90%（原則）

100%

国 費

(※)

・ 補助額は、共済掛金の３０％（平均）に相当

漁業共済の
発動ライン

２．積立ぷらす経由の補助
（資源管理等推進収入安定対策事業）

・ 計画的に資源管理等に取り組む漁業者に対し、収入が減少した場
合に 漁業者が拠出した積立金と国費により補填

積立額

収80%（原則）

国 費

合に、漁業者が拠出した積立金と国費により補填

・ 補助額は、積立金の国庫負担分に相当（漁業者と国の積立金の
負担割合は現行の１：１→１：３）

○ 積立方式（積立ぷらす）
・ 漁業者自身の積立てと国費の積立て（１：３相当）が
補填原資

・ 漁業者の拠出が掛捨てとならない方式

漁業共済で
補填可能な

部分

（２）対象漁業者の要件

ゼロ

○ 保険方式（漁業共済）
・ 漁業者が拠出した保険料が補てん原資。保険料
に国庫補助。補助額は掛金の30%（平均）相当

・ 漁業者の拠出（掛金）が掛捨てとなる方式

（２）対象漁業者の要件

・資源管理計画・漁場改善計画の参加漁業者であり、かつ、計画に記載
された措置を適切に履行していることが確認された者

・一定の契約割合以上で漁業共済に加入している者

３９，９６８百万円

漁業者の収入変動イメージ それぞれの補填対象部分
（３）平成２３年度概算決定額

※基準収入：個々の漁業者の直近5年の収入のうち、最大値と最小値を除いた中庸3カ年の平均値 14



（参考） 現行の漁業共済制度・積立ぷらす

漁業共済制度 積立ぷらす

事業の目的

積極的かつ計画的に経営改善に取り組む漁業者を対象に、漁業共
済の経営安定機能に上乗せした形で（原則９割まで） 収入の変動に

漁業共済制度
制度の目的

中小漁業者が異常の事象又は不慮の事故によって受ける損失を補
填することにより（原則８割まで）、漁業再生産の確保と漁業経営の安
定を図る。

積立ぷらす

事業の内容等

済の経営安定機能に上乗せした形で（原則９割まで）、収入の変動に
よる影響を緩和し、その経営改善を支援。漁業共済の種類及び内容

漁獲共済

【ＰＱ方式】

漁船漁業を中心に、不漁等により漁獲金額が減少した
場合の損失（経費相当部分に限る。）を補償

養殖共済 魚類養殖業を中心に 養殖水産動植物の死亡 流失等
経営改善に取り組む経営体を対象として、その経営改善を支えるため、

収入が減少した場合に漁業者が拠出した積立金と国費（１：１）により補填。

○事業実施期間 ： 平成20～29年度（１経営体当たりの支援期間は５年）

養殖共済

【物損方式】

魚類養殖業を中心に、養殖水産動植物の死亡、流失等
による損害を補償

特定養殖共済

【ＰＱ方式】

ほたてやわかめ等の政令で定める特定の貝類・藻類養
殖業について、品質の低下等により生産金額が減少した
場合の損失（経費相当部分に限る。）を補償

漁業施設共済 供用中の養殖施設又は定置網等の漁具の損壊等によ漁業施設共済

【物損方式】

供用中の養殖施設又は定置網等の漁具の損壊等によ
る損害を補償

積立ぷらすの
発動ライン
※９割まで補填

基準収入※

積立ぷらすの補填部分

（％）

漁業共済の加入率の推移

（原則）

100%

漁業共済の

90%

80%

（原則）

自己負担
部分

減

収

積立額 国 費

加入状況 （平成２１年度末現在）

１．加入件数 ４，０７１件

２．漁業者積立額 約５４億円60

70

80

90

漁獲共済

養殖共済

特定養殖共済

上記３共済の平均

漁業施設共済

82.1%

３共済で
51.7%

漁業共済
発動ライン
※８割まで

補填 漁業共済の

補填部分

20

30

40

50
51.7%

46.9%

ゼ ロ0

10

S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

年度

11.2%

※基準収入：個々の漁業者の直近5年の収入のうち、最大値と最小値を除いた
中庸３カ年の平均値
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≪Ⅲ－３．資源管理・収入安定対策への加入要件等≫

○○ 共済の対象となっている漁業種類が本対策の対象範囲。共済の対象となっている漁業種類が本対策の対象範囲。

○○ 資源管理指針に基づく資源管理計画又は持続的な養殖生産の確保を図るための基本方針に基づく漁場改善資源管理指針に基づく資源管理計画又は持続的な養殖生産の確保を図るための基本方針に基づく漁場改善

計画に参加し、かつ、当該計画に記載された措置の履行が確認された者のうち、漁業共済の契約割合が一定以計画に参加し、かつ、当該計画に記載された措置の履行が確認された者のうち、漁業共済の契約割合が一定以

上である者が本対策の対象上である者が本対策の対象上である者が本対策の対象。上である者が本対策の対象。

○○ 平成平成2323年４月以後に共済責任期間が開始される共済契約が対象。年４月以後に共済責任期間が開始される共済契約が対象。

○○ また、現行の積立また、現行の積立ぷらすにぷらすにおける経営改善の取組要件、所得に関する要件及び主業・年齢要件については、おける経営改善の取組要件、所得に関する要件及び主業・年齢要件については、

本対策においては不要本対策においては不要本対策においては不要。本対策においては不要。

加入要件の比較

○経営改善の取組要件（漁特法の経営改善計画の認定）

○所得に関する要件 不要

現行の積立ぷらす 資源管理・収入安定対策

○所得に関する要件

○主業・年齢要件

○漁業共済への実質加入要件

不要

必要（※100トン以上の漁船を使用する漁業者に対しては契約

（原則契約割合30％以上）

○資源管理・漁場環境改善の取組要件

割合の下限を20%とする）

資源管理計画又は漁場改善計画に参加し、か
つ、当該計画の履行を資源管理協議会（仮称）
が確認

16



≪Ⅲ－４．漁業共済経由の補助(漁業共済資源管理等推進特別対策事業)①≫

○○ 計画的に資源管理等に取り組む漁業者に対し、共済の仕組みを活用して補助（補助額は、共済掛金の３０％計画的に資源管理等に取り組む漁業者に対し、共済の仕組みを活用して補助（補助額は、共済掛金の３０％
（平均）相当）。（平均）相当）。

○○ 漁業共済経由の補助は 漁業者が支払う純共済掛金から法律に基づく現行の国庫補助を除いた自己負担の漁業共済経由の補助は 漁業者が支払う純共済掛金から法律に基づく現行の国庫補助を除いた自己負担の○○ 漁業共済経由の補助は、漁業者が支払う純共済掛金から法律に基づく現行の国庫補助を除いた自己負担の漁業共済経由の補助は、漁業者が支払う純共済掛金から法律に基づく現行の国庫補助を除いた自己負担の
半分に相当。半分に相当。

共済種類 分別 庫補助率（漁獲共済）共済種類・区分別の国庫補助率（漁獲共済）

漁獲共済

（参考）① ②参考 漁業災害補償法 補助率 ②
補助率(①）

分

規模
（漁船トン数）

義務
加入

連合
加入

単独
加入

義務
加入

連合
加入

単独
加入

義務
加入

連合
加入

単独
加入

17.5% 33.8% - 65.0% 32.5% - 82.5% 66.3% -
10ｔ未満 20 0% 35 0% 50 0% 60 0% 30 0% 0% 80 0% 65 0% 50 0%

（参考）①＋②（参考）漁業災害補償法における補助率（②）
補助率(①）

（資源管理・漁業所得補償対策）
区分

第１号漁業

10ｔ未満 20.0% 35.0% 50.0% 60.0% 30.0% 0% 80.0% 65.0% 50.0%
10ｔ～20ｔ 25.0% 37.5% 50.0% 50.0% 25.0% 0% 75.0% 62.5% 50.0%
20ｔ～50ｔ 27.5% 42.5% 50.0% 45.0% 15.0% 0% 72.5% 57.5% 50.0%
50ｔ～100ｔ 32.5% 45.0% 50.0% 35.0% 10.0% 0% 67.5% 55.0% 50.0%
100ｔ以上 0%50.0% 50.0%

第２号漁業

小型定置 20.0% 35.0% 50.0% 60.0% 30.0% 0% 80.0% 65.0% 50.0%
大型定置 30.0% 40.0% 50.0% 40.0% 20.0% 0% 70.0% 60.0% 50.0%
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共済種類・区分別の国庫補助率（養殖共済・特定養殖共済）

≪Ⅲ－４．漁業共済経由の補助(漁業共済資源管理等推進特別対策事業)②≫

共済種類 区分別の国庫補助率（養殖共済 特定養殖共済）

養殖共済

規模（いかだ・網い
けす台数）

台未満

（参考）①＋②

75 0%

（参考）漁業災害補償法における補助率（②）

50 0%

補助率(①）
（資源管理・漁業所得補償対策）

25 0%

区分

50台未満

50台～80台

80台～160台

160台以上

15台未満

15台～30台

30台～50台

75.0%

66 7%

62.5%
55.0%
77.5%
75.0%

66.7%
25.0%
0%

55.0%
50.0%
33 3%

50.0%
33.3%

25.0%
33.3%
37.5%
55.0%
22.5%
25.0%
33 3%

かき

真珠 30台 50台

50台～100台

100台以上

8台未満

8台～13台

13台～25台

25台以上

66.7%
62.5%
55.0%

66.7%
62.5%
55.0%
75.0%

33.3%
25.0%
0%

33.3%
25.0%
0%

50.0%

33.3%
37.5%

25.0%
55.0%

33.3%
37.5%
55.0%

魚類

真珠

特定養殖共済

規模（網ひびさく数・
いかだ台数）

義務
加入

連合
加入

単独
加入

義務
加入

連合
加入

単独
加入

義務
加入

連合
加入

単独
加入

6,500さく未満 22.5% 36.3% 50.0% 55.0% 27.5% 0% 77.5% 63.8% 50.0%

（参考）①＋②（参考）漁業災害補償法における補助率（②）
補助率(①）

（資源管理・漁業所得補償対策）
区分

のり等
6,500さく以上 55.0% 52.5% 50.0% 0% 0% 0% 55.0% 52.5% 50.0%

500台未満 22.5% 36.3% 50.0% 55.0% 27.5% 0% 77.5% 63.8% 50.0%
500台以上 55.0% 52.5% 50.0% 0% 0% 0% 55.0% 52.5% 50.0%
15台未満 22.5% 36.3% 50.0% 55.0% 27.5% 0% 77.5% 63.8% 50.0%

15台～30台 25.0% 37.5% 50.0% 50.0% 25.0% 0% 75.0% 62.5% 50.0%
30台～50台 33.3% 41.7% 50.0% 33.3% 16.7% 0% 66.7% 58.3% 50.0%
50台 100台 37 5% 43 8% 50 0% 25 0% 12 5% 0% 62 5% 56 3% 50 0%

真珠母貝

わかめ
こんぶ

のり等

50台～100台 37.5% 43.8% 50.0% 25.0% 12.5% 0% 62.5% 56.3% 50.0%
100台以上 55.0% 52.5% 50.0% 0% 0% 0% 55.0% 52.5% 50.0%
145台未満 25.0% 37.5% 50.0% 50.0% 25.0% 0% 75.0% 62.5% 50.0%

145台～229台 33.3% 41.7% 50.0% 33.3% 16.7% 0% 66.7% 58.3% 50.0%
229台～450台 37.5% 43.8% 50.0% 25.0% 12.5% 0% 62.5% 56.3% 50.0%
450台以上 55.0% 52.5% 50.0% 0% 0% 0% 55.0% 52.5% 50.0%
50台未満 25 0% 37 5% 50 0% 50 0% 25 0% 0% 75 0% 62 5% 50 0%

ほたて貝

18

50台未満 25.0% 37.5% 50.0% 50.0% 25.0% 0% 75.0% 62.5% 50.0%
50台～80台 33.3% 41.7% 50.0% 33.3% 16.7% 0% 66.7% 58.3% 50.0%
80台～160台 37.5% 43.8% 50.0% 25.0% 12.5% 0% 62.5% 56.3% 50.0%
160台以上 55.0% 52.5% 50.0% 0% 0% 0% 55.0% 52.5% 50.0%

特定かき



計 的 資源管 等 組む漁業者 対 収 が減少 た場合 漁業者が拠出 た積立金と 費計 的 資源管 等 組む漁業者 対 収 が減少 た場合 漁業者が拠出 た積立金と 費

≪Ⅲ－５．積立ぷらす経由の補助(資源管理等推進収入安定対策事業)①≫

○○ 計画的に資源管理等に取り組む漁業者に対し、収入が減少した場合に、漁業者が拠出した積立金と国費によ計画的に資源管理等に取り組む漁業者に対し、収入が減少した場合に、漁業者が拠出した積立金と国費によ

りり補填。補填。

○○ 補助額は、積立金の国庫負担分に相当（漁業者と国の積立金の負担割合は現行の１：１補助額は、積立金の国庫負担分に相当（漁業者と国の積立金の負担割合は現行の１：１→→１：３）。１：３）。

○○ 漁業者積立額の上限及び下限漁業者積立額の上限及び下限は設けない（積立は１万円単位）は設けない（積立は１万円単位）○○ 漁業者積立額の上限及び下限漁業者積立額の上限及び下限は設けない（積立は１万円単位）。は設けない（積立は１万円単位）。

○○ 養殖共済の積立養殖共済の積立ぷらすにぷらすについては、適正養殖可能数量の設定に対応するため、仕組みを一部見直し（次ペーついては、適正養殖可能数量の設定に対応するため、仕組みを一部見直し（次ペー

ジ以降参照）。ジ以降参照）。

収入

積立ぷらすのイメージ（漁獲共済・特定養殖共済）

通常タイプ 強度資源管理タイプ
１００％

原則９０％
（払戻判定金額）

自己負担部分

減

収

・当該年の収入額が払戻判定金額（基準収入と共済限
度額の中間値）を下回った場合に、漁業者・養殖業者の
積立金と国費により補填。

積立ぷらすの補填範囲は 払戻判定金額と当該年の漁業者 国

自己負担部分

原則９5％
（払戻判定金額）

（基準収入※）

（払戻判定金額）
・積立ぷらすの補填範囲は、払戻判定金額と当該年の
収入額の差額（ただし、払戻判定金額と共済限度額の
差額が上限）。

（強度資源管理タイプについて）

漁業者

１

国

３
国

３

漁業者

１

原則８０％
（共済限度額）

漁業共済で

補填可能な部分 ・資源状況や国民経済上の重要性から国が指定する特
定の魚種・漁業種類について、強度の資源管理措置に
取り組む場合、払戻判定金額を基準収入と通常の払戻
判定金額の中間値にまで引き上げ 補填範囲を拡大

漁業共済で

補填可能な部分

積立ぷらすの
補填範囲 判定金額の中間値にまで引き上げ、補填範囲を拡大。補填範囲

※基準収入：個々の漁業者の直近5年の収入のうち、最大値と最小値を除いた中庸３カ年の平均値
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≪Ⅲ－５．積立ぷらす経由の補助(資源管理等推進収入安定対策事業)②≫

○○ 養殖共済の積立ぷらすについては 現在 出荷価格が下落した場合に発動する仕組みとしているが 漁場改養殖共済の積立ぷらすについては 現在 出荷価格が下落した場合に発動する仕組みとしているが 漁場改○○ 養殖共済の積立ぷらすについては、現在、出荷価格が下落した場合に発動する仕組みとしているが、漁場改養殖共済の積立ぷらすについては、現在、出荷価格が下落した場合に発動する仕組みとしているが、漁場改

善計画において適正養殖可能数量が設定されることに対応するため、出荷金額が下落した場合に発動する仕組善計画において適正養殖可能数量が設定されることに対応するため、出荷金額が下落した場合に発動する仕組

みとする。みとする。

積立ぷらす（養殖共済）のイメ ジ

変更後現行

積立ぷらす（養殖共済）のイメージ
（詳細は次ページ参照）

標準出荷価格
（Ａ）

Ａ 0 9

標準出荷価格

Ａ×0.9
（払戻判定価格）

当該年の
平均出荷価格 =基準出荷金額

出荷重量

=当該年の出荷金額

基準出荷重量

当該年の出荷重量

○当該年の平均出荷価格が、
標準出荷価格の90％を下回る

○当該年の出荷金額が、基準出荷金額の90％を
下回ることが払戻の条件

基準出荷重量

標準出荷価格の90％を下回る
ことが払戻の条件。

下回ることが払戻の条件。
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≪Ⅲ－５．積立ぷらす経由の補助(資源管理等推進収入安定対策事業)③≫

積立ぷらす（養殖共済）の変更点のポイント

・現行方式・現行方式
積立金の払戻額 ＝（標準出荷価格(地域別)×0.9－当該年の平均出荷価格（地域別））×出荷重量

→当該年の出荷金額が基準出荷金額の当該年の出荷金額が基準出荷金額の9090％の水準を下回った場合に補填する仕組みに変更％の水準を下回った場合に補填する仕組みに変更

・新たな方式
積立金の払戻額 ＝ 基準出荷金額×0.9 －当該年出荷金額

(=払戻判定金額）(=払戻判定金額）
（ただし、払戻判定金額と最低基準金額（基準出荷金額の80％の水準）の差額が払戻額の上限）

・基準出荷金額 ＝ 標準出荷価格（地域別）×基準出荷重量※

当該年出荷金額 当該年の平均出荷価格(地域別） 当該年の出荷重量・当該年出荷金額 ＝ 当該年の平均出荷価格(地域別）×当該年の出荷重量

※ 基準出荷重量=当該年の出荷重量÷0.95（適正養殖可能数量の設定がない場合に想定される出荷重量）

＜具体例＞
・標準出荷価格 1,000円/kg ・当該年出荷価格 900円/kg
・当該年出荷重量 9,500kg
○基準出荷金額 1,000万円（1,000×(9,500÷0.95)）

荷金○当該年出荷金額 855万円（900×9,500）
◎払戻金額 45万円（(1,000万円×0.9)－855万円）
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≪Ⅲ－６．事業実施の流れ≫

○○ 資源管理指針、持続的な養殖生産の確保を図るための基本方針に基づき作成された資源管理計画、漁場改資源管理指針、持続的な養殖生産の確保を図るための基本方針に基づき作成された資源管理計画、漁場改

善計画について、国・都道府県が確認・認定。善計画について、国・都道府県が確認・認定。

○○ 国・都道府県に加え漁業団体、共済団体、有識者等で構成される資源管理協議会（仮称）において資源管理計国・都道府県に加え漁業団体、共済団体、有識者等で構成される資源管理協議会（仮称）において資源管理計

画等の履行状況を確認。画等の履行状況を確認。

○○ 共済組合は、国・都道府県に対し、共済加入申込みを行う漁業者の資源管理計画等への参加の有無などを確共済組合は、国・都道府県に対し、共済加入申込みを行う漁業者の資源管理計画等への参加の有無などを確

認。また、協議会における資源管理計画等の履行状況の確認を随時踏まえつつ、漁業者に対し共済金の支払い認。また、協議会における資源管理計画等の履行状況の確認を随時踏まえつつ、漁業者に対し共済金の支払い

等を実施等を実施等を実施。等を実施。

支払時の流れ契約時の流れ

履行確認結果の情報の共有資源管理計画

国・都道府県
加
入
者

履
行

資源管理協議会（仮称）

共済組合

履行確認結果の情報の共有

漁業者等

資源管理計画

漁場改善計画
提出 確認等

者
の
計
画
内
容
・
参
加
者

行
確
認
結
果
を
通
知

漁業者等共済組合

加入申込み
・資源管理計画・漁場改善計画
・計画参加者名簿
・計画確認を証する書類

状
況
再
確
認

支払等申請 支払等実施
契約

漁業者等共済組合

※ 共済責任期間終了前も、共済組合は履行確認結果を確認
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資源管理等を行う漁業者について

（参考） 漁業者メリットのイメージ

現行＝共済＋積立 共済＋積立ぷらす経由の補助

資源管理等を行う漁業者に て

（例）基準収入 1,000万円
（漁業者負担額：72万円）

（例）基準収入 1,000万円
（漁業者負担額：35万円）

９０％
漁業者

９０％

（漁業者負担額：72万円） （漁業者負担額：35万円）

８０％

積立
(75%補助相当)

８０％

漁業者
１

国
１

積立
(50%補助)

国
３

漁業者

１

共済 共済
(平均30%補助相当)

国
庫
補
助(平均30%補助相当) 助
分

○漁業者負担軽減額 ＝

・共済掛金分＝12万円
800万円×5%(掛金)×30%(掛金補助分)

３７万円の負担軽減！

＝800万円×5%(掛金)×30%(掛金補助分)
・積立金分(累積ベース)＝25万円

＝100万円×（1/2(現行自己負担分)－1/4(新制度自己負担分)）
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≪Ⅲ－７．資源管理要件等に違反した場合の取扱い≫

本対策に参加する者が、資源管理計画又は漁場改善計画に違反した場合本対策に参加する者が、資源管理計画又は漁場改善計画に違反した場合※※、、違反者に係る漁業共済及び積違反者に係る漁業共済及び積

立立ぷらすのぷらすの扱いは以下のとおりとする。扱いは以下のとおりとする。

・・漁業共済漁業共済漁業共済漁業共済

①① 漁業共済団体は、本対策による漁業共済団体は、本対策による補助相当分の共済掛金を追加徴収補助相当分の共済掛金を追加徴収。。

②② 違反者が違反者が①に応じない場合、①に応じない場合、漁業共済団体は、本対策への加入を拒否するなどの対応を取る。漁業共済団体は、本対策への加入を拒否するなどの対応を取る。

・・積立積立ぷらすぷらす

③③ 漁業共済団体は、漁業共済団体は、積立積立ぷらすのぷらすの契約を解約契約を解約（漁業者が積み立てた積立金は返還）。（漁業者が積み立てた積立金は返還）。

④④ 積立金の払戻しを行っている場合には、積立金の払戻しを行っている場合には、払戻額のうち国庫負担相当分（４分の３）を漁業者から漁業共払戻額のうち国庫負担相当分（４分の３）を漁業者から漁業共

済団体に返還済団体に返還。。

⑤⑤ 違 者が④ 応じな 場合 漁業共済団体は 本対策 加入を拒否するなど 対応を取る違 者が④ 応じな 場合 漁業共済団体は 本対策 加入を拒否するなど 対応を取る⑤⑤ 違反者が④に応じない場合、漁業共済団体は、本対策への加入を拒否するなどの対応を取る。違反者が④に応じない場合、漁業共済団体は、本対策への加入を拒否するなどの対応を取る。

※ 関連する公的規制に違反し、処分を受けた場合についても、同様の扱いとする。

（その他留意事項）

○違反者であっても共済契約自体は有効（共済掛金の法律補助を受けることは可能。）。

○漁獲共済における１号漁業など、複数の漁業者で一つの共済契約に加入している場合であって、契約締結時に各漁業者の共済掛金の
分担割合を共済組合に提出しているときは、本対策による補助相当分の共済掛金のうち、違反者の分担割合分を追加徴収。
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≪Ⅲ－８．その他の留意点≫

（現行の積立（現行の積立ぷらすのぷらすの扱い）扱い）

○○ 来年度以降の新規募集は行わない。来年度以降の新規募集は行わない。

○○ 現行の積立現行の積立ぷらすにぷらすに加入しており、資源管理・収入安定対策に移行しない者については、現行の積立加入しており、資源管理・収入安定対策に移行しない者については、現行の積立ぷらすぷらす

ににおける支援期間（５カ年）内は、事業を継続することが可能。おける支援期間（５カ年）内は、事業を継続することが可能。

（現行の共済掛金補助事業と資源管理・収入安定対策の関係）（現行の共済掛金補助事業と資源管理・収入安定対策の関係）

○○ 漁業共済経営環境変化特別対策事業による共済掛金の補助については 本対策に加入する者は受けること漁業共済経営環境変化特別対策事業による共済掛金の補助については 本対策に加入する者は受けること○○ 漁業共済経営環境変化特別対策事業による共済掛金の補助については、本対策に加入する者は受けること漁業共済経営環境変化特別対策事業による共済掛金の補助については、本対策に加入する者は受けること

はできない。はできない。

○○ 日韓・日中協定の発効に伴う暫定水域等の設定及び相手国漁船の入漁により相当の影響を受ける者を対象日韓・日中協定の発効に伴う暫定水域等の設定及び相手国漁船の入漁により相当の影響を受ける者を対象○○ 日韓・日中協定の発効に伴う暫定水域等の設定及び相手国漁船の入漁により相当の影響を受ける者を対象日韓・日中協定の発効に伴う暫定水域等の設定及び相手国漁船の入漁により相当の影響を受ける者を対象

とする韓国・中国等外国漁船操業対策事業による共済掛金の補助については、本対策に加入する者も受け取とする韓国・中国等外国漁船操業対策事業による共済掛金の補助については、本対策に加入する者も受け取

ることが可能。ることが可能。
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